
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

合計 1,118,930 988,932 769,573

27年度 28年度

事業番号 06 02 02 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 自然エネルギー推進事業費
担
当
課

部局 環境部

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

　 　　１　地球温暖化対策と環境・エネルギー政策の推進

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

地球温暖化対策の推進に関する法律、長野県温暖化対策条例、長野県地球温暖化防止県民計
画

・発電設備容量でみるエネルギー自給率の目標数値：86.0％
・１村１自然エネルギープロジェクト登録件数：150件（累積）　（H29年度目標250件（累積））

実施期間

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標

地域エネルギー事業者
担い手育成事業

委託

自然エネルギー
地域発電推進事業

補助
直接

固定価格買取制度を活用した自然ｴﾈﾙｷﾞｰ発電事業
を収益納付型補助金により支援（７か所）

190,000 20,614 358,815

自然エネルギー地域基金
積立金

積立金 企業局がFITで得た利益の繰入金等を基金として積立 419,627 418,725 62,991

課・室 環境エネルギー課

総合５か年
計画

プロジェクト  
１－１－４　 　　次世代産業創出プロジェクト
３－２－１～３　環境・エネルギー自立地域創造プロジェクト

E-mail kankyoene@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
３－１　低炭素で循環型の地域社会づくり

478,052 524,587 315,678

5,801 19,502 1,899

防災拠点となりうる公共施設等への再生可能エネル
ギーを活用した発電設備等の整備に対して支援（32か
所）

項目

H25 ～ H29

0

１村１自然エネルギープロジェクトを推進するため、
データベースや人材バンクを運用（委託先：特定非営
利活動法人ＣＯ２バンク推進機構）

400

成果 達成状況

389 400

・発電設備容量でみるエネルギー自給率については、平成26年度実績が78.9％となり、概ね順調に推移している（平成26年度目標値
79.0％）。これは、国の固定価格買取制度や県の自然エネルギー施策により、自然エネルギー発電設備の導入が大幅に促進されたことが
要因となっている。
・太陽光、小水力等の発電事業や木質バイオマス、地中熱等の熱利用事業に対して支援策を講じている。

「持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる。」
～経済は成長しつつ、温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の削減が進んだ「環境エネルギー地域社会」をつくる～
・県内の温室効果ガス総排出量△6%（対平成２年度削減率）【平成29年度目標値】
・発電設備容量でみるエネルギー自給率100.0％【平成29年度目標値】（70.0％→100.0％に上方修正）

154,398

自然エネルギー協議会負担金
直接

負担金

概　算
人件費

5.00 5.00 5.00

1,211,691

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算） （当初）

地域主導型自然エネルギー創出
支援事業

補助
地域主導型の自然エネルギー事業（熱供給・熱利用）
の創出を支援（４か所）

25,000 5,065 24,750

エネルギー自立地域を促進するた
めの人材育成事業

委託 地域の課題解決を担う人材の育成

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・「長野県環境エネルギー戦略」に基づき平成28年度においても地域主導型の自然エネルギー事業の普及・拡大を図る。
・「自然エネルギー地域発電推進事業」については、ニーズはあるもの、事業化に至らない段階のものが多数存在するため、小水力発電
キャラバン隊などと連携した取組を進めていく。
・「地域主導型自然エネルギー創出支援事業」では、地域コミュニティが取り組む自然エネルギー導入や省エネルギー活用による地域づく
り計画の策定に補助対象を拡充。地域が主体となる計画的な取組を積極的に支援する。
・「エネルギー自立地域を促進するための人材育成事業」では、民間の知見を活かしながら、人材育成プログラム等を実施する。

目標に対
する成果
の状況

・発電容量でみるエネルギー自給率については、分子となる再生可能エネルギー発電設備容量が堅調に増加したものの、分母となる最大
電力需要が基準年度比で5.7％増加したため、目標値達成には至らなかった。最大電力需要の増加については、冬季の太陽光発電にお
ける降雪時の影響が正しく反映されていないことが原因と考えられる。
・１村１自然エネルギープロジェクトの登録件数については、地方事務所及び市町村への周知やＰＲの実施により当事業への認知がされ、
目標数に対して達成となった。

 概算事業費（B（A）+C） 392,668 879,542 1,030,312 41,380

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの
財源

1,004,641

予
算
額

前年度繰越 86,096

0 570,000 0

41,290

351,378 838,252

0 0 0 0

118,996 25,450 17,452 25,190

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

988,932

41,380

250,426 409,191 1,194,239 898,781

41,290 41,380

未達成

達成

93.0%

200件

発電容量でみるエネ
ルギー自給率

78.9% 86.0%

12,308 148,914

529,913 -56,153

5.00

0

462,420 1,118,930 769,573

0

合計（A) 369,422 923,971

公共施設再生可能エネルギー等
導入推進事業（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ
基金事業）

補助
直接

１村１自然エネル
ギープロジェクト登
録件数（累積）

103件 150件

80.3%

153件

当初予算 337,233

補正予算 -53,907

グリーンニューディール基金
積立金

積立金 グリーンニューディール基金に係る利息の積立

全国の道府県等が連携し、自然エネルギーの普及拡
大を図るための協議会への負担金

成果目標の達成状況

50 50 50

0 4,990

mailto:kankyoene@pref.nagano.lg.jp

